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研究成果の概要：大規模水田経営の統計と実態調査により,15ha 以上になるとコスト低下しな
いこと，法人経営が補助金の依存であり，大規模家族経営にくらべて有為でないことを明らか
にした。また，大規模稲作経営が存立には，農産物販売，地域活性化を含めた総合的な連携が
必要であり，その動きを分析した。次に，生産調整が制度的にも実態的にも限界であり，直接
支払制度が必然であることを実証した。さらに，激変する米流通下で，農協が転機を迎えてい
ることを実証した。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 700,000 210,000 910,000 
２００８年度 600,000 180,000 780,000 

年度    
年度    

  年度    
総 計 1,300,000 390,000 1,690,000 

 
研究分野：農学 
科研費の分科・細目：農業経済学・農業経済学 
キーワード：農業政策 
 
１．研究開始当初の背景 
水田農業，米に関して水田経営所得安定対策
や農地・水・環境保全対策が導入された。一
方，水田農業をみると，一部に，大規模経営
や法人経営が存立しているが，担い手不足と
高齢化が進展している。また,40 年にわたる
生産調整も制度と実態とで限界となった。 
 
2．研究の目的 
 以上の背景のもとで，水田農業の担い手で
ある大規模経営の存立条件を検討する。その
検討をもとに，生産調整政策，水田農業経営
安定政策がその経営への影響と限界を分析
し，直接支払制度の必要性を明らかにする。 

３．研究の方法 
大規模水田経営の存立条件について統計分
析と実態調査に基づいて検討した。さらに，
生産調整，水田農業安定政策の経営の影響も
実態調査とを中心に検討し，一部を統計分析
した。さらに，直接支払制度について米流通，
価格を踏まえて検討した。 
 
４．研究成果 
生産調整が制度的にも実態的に限界であり，
大規模水田経営の発展にも影響を与えてい
る。また，水田経営安定対策は，稲作経営の
発展には不十分であり，米への直接支払制度
が必要なことを明らかにした。 
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